
能勢町・豊能町における地域再エネ

電力の調達・拡大事業



事業実施地域の特性 1

能勢町

豊能町

能勢町・豊能町
●広域連携
（大阪府池田市・箕面市も含めて）
●廃棄物処理での連携
（兵庫県川西市・猪名川町とも共同）

基礎情報

●能勢町
人口：9,701人（令和2年12月31日現在）

面積：98.68 km2

鉄道網：なし

●豊能町
人口：19,063人（令和2年12月31日現在）

面積：34.37 km2

鉄道網：能勢電鉄



会社概要 2

沿革

2018年度 環境省「地域の多様な課題に応える低炭素な都
市・地域づくりモデル形成事業」に採択

2019年度 地域内における共同事業者を探し、「株式会社
冒険の森」と出会う。

2020年3月 一般社団法人 地域循環型まちづくり推進機構
設立

2020年7月 株式会社 能勢・豊能まちづくり設立

2020年10月 公共施設向け電力供給を開始

株主・出資構成

950万円

*民間・家庭向け供給開始（2021年度を予定）、地域
サービス提供開始に向けて準備中



事業への参画主体 3



大阪府豊能郡能勢町、大阪府豊能郡
豊能町および周辺地域において、地
域内で経済やエネルギー、資源が循
環するまちづくりを推進すること

事業目的 4



着眼点 5

エネルギーを軸とした新しい街づくり

能勢町からのエネルギー代の流出額

流出する富（の一部）を還流 ➡ 継続的な資金確保

豊能町からのエネルギー代の流出額

8億円
年間の稼ぎ（付加価値総額）の

約3.5％に相当

14億円
年間の稼ぎ（付加価値総額）の

約7.6％に相当



1. 新電力のためのシステム開発
• 需給管理システムの開発

• 顧客管理システムの開発

2. 地域向けサービスの事業開発
• 地域の脱炭素化に向けた取組

• 移動課題の改善に向けた取組

3. その他

事業内容（補助金の用途） 6

日々の運用の自動化
運営費用削減

収集データの活用
他の地域主体との連携

活動内容の広報・PR



開発したシステムの概要 7

◼ 気象情報、電力消費情報、市場情報取得の自動化
◼ 需給予測モジュールの実装、発電量予測モジュールの実装
◼ 請求書、月報等の作業の自動化



開発したシステムの概要 8



地域における脱炭素化に向けた現状・課題 9

◼ 電力の脱炭素化に向けた手段の
欠如

◼ 再エネ等に対して継続的に投資
する仕組みの欠如

◼ 省エネを進めるためのデータの
蓄積・ノウハウ不足

◼ 自家用車以外の交通手段の欠如



電源の脱炭素化に向けた取組 10

再エネ電源比率（FIT含む）

地域電源比率（FIT含む）

再エネ電源調達と地域電源比率目標みんな電力社の電源構成

100%

◼ 初年度からFIT電源を中心に再エネ電源比率を高く調達（みんな電力社から電力調達）。
◼ 能勢・豊能地域には短期的に利用可能な再エネ電源の見通しがないが、中長期的には廃

棄物発電、水力発電、卒FIT電源、冒険の森太陽光（防災兼用）により地域電源の調達を
目指す。



エネルギー利用高効率化に向けた取組 11

◼ 公共施設で利用されている冷蔵庫を対
象に電力消費データの実測を開始
（2020年12月2日）。

◼ 実測データをもとに、「電気代そのま
ま払い」を実施→地域への普及拡大を
予定。

メーカー 製造年 容量（L）

シャープ 1994年 89

三洋電機 2004年 137

三洋電機 2003年 47

日立 1987年 235

ナショナル 不明 265

三洋電機 2009年 109

東芝 2004年 137

日立 2019年 154

ナショナル 1999年 405



専門家によるエネルギー診断 12

• 電力需要の大きい公共施設について、専門家によるエネルギー診断を実施。

• エネルギー管理の視点から、対策導入直後から大きな効果を発揮。

• 取組の継続に向けて節電診断レポートを発行



公用車のEV化に向けた取組 13

公用車の稼働状況分析能勢町における急速充電設備

• 公用車のEV化に向けて、現在の公用車の稼働状況を分析。今後EVを活用したシェアリン
グやエネルギーマネジメント等、運用方法も検討予定。

• 能勢町では、今年度中に1台のEV公用車、充電器（急速・普通）を導入予定。



自家用車以外の交通手段（通学） 14

2020年11月17日 朝日新聞 朝刊：
https://www.asahi.com/articles/ASNCJ73LSNBQPPTB006.html?fbclid=IwAR36CQug
Zxdt3rPdPbIxuvOPJG4ExSmXsTj1Lp9OrQAYg6jHevnZ8bwMs34



地域の活動主体との連携/PR 15



今後の課題



JEPX価格高騰の影響 17

• JEPX価格高騰の影響を大きく受け、1月以降、経営状況が大きく悪化。

• 他の地域新電力事業者と協力しつつ、対応に奔走。

• 短期的にはJEPX高騰の影響緩和、中長期的にはリスクヘッジのための調達電源の多様化
が課題。ローカルSDGsの実践につなげたい。


